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報道関係者各位 

 

県内の労働災害は対前年比２.０％減！ 

～  死亡労働災害は過去１０年で最多 ～ 

  徳島労働局（局長 日根 直樹）は、平成 30 年中の県内の労働災害による死傷者数を 

確定し、発表した。 

  昨年１年間（平成 30 年 1 月 1 日～12 月 31 日）に発生した労働災害発生状況 

◆休業４日以上の死傷者数（確定値） ８２２人 

 前年（839 人）より１７人（２.０％）減少 

◆死亡労働災害              １２件１２人 

前年（８人）より４人増加 

１ 死傷災害の発生状況（別添１～５参照） 

（１） 製造業の死傷者数は１９１人で、前年より１５人、７．３％減少した。 

食料品製造業については、平成 29 年、同 30 年ともに、製造業全体のうちの

約３割を占めており、事故型では「転倒」が最も多く、次いで「はさまれ・巻き

込まれ」の順となっている。両年とも、この２つの事故型の合計が食料品製造業

で発生した件数のうち４割を占めている。 

（２） 第三次産業全体の死傷者数は３４５人で、前年より５人、１.４％減少した。 

そのうち医療保健業は４３人で前年より９人、２６．５％増加、社会福祉施設 
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は６４人で、前年より１２人、２３．１％増加した。 

（３） 建設業の死傷者数は１２５人で、前年より２５人、１６．７％減少した。ただ

し、事故型「墜落・転落」については、４件の減少にとどまっている。また、県

内で発生した死亡労働災害の３分の１（４件）を占めている。 

（４） 道路貨物運送業の死傷者数は８８人で、前年より３１人、５４．４％増加した。 

（５） 林業の死傷者数は３１人で、前年より８人、３４．８％減少した。 

（６） 事故の型別にみると、「転倒」による死傷者が１７８人（２１.７％）と最も多

く、「墜落・転落」による死傷者１５２人（１８．５％）、「動作の反動・無理な

動作」による死傷者１２９人（１５．７％）、「はさまれ・巻き込まれ」による死

傷者８８人（１０．７％）がこれに続いている。 

（７） 死亡者数は、前年より４人増加して１２人となった（内訳：建設業４人、製造

業が２人、道路貨物運送業が１人等）。 

２ 今後の取組 

  徳島労働局では、２０１８年度を初年度とし、２０２２年度までの徳島第１３次労働

災害防止推進計画において、対策期間中に、労働災害による死亡者を２０１７年に比し

て１５％以上減少、死傷者数（休業 4日以上）を５％以上減少させることを目標として

いる。 

  目標の達成のため、建設業、製造業、林業を死亡者減少の重点業種とし、また、前記

３業種に加え、道路貨物運送業、第三次産業を死傷者減少の重点業種として、労働災害

防止関係団体等関係機関との連係を強化し、自主的取組の推進と活性化を啓発すること

としている。 

   

 

※ 本件に関するお問合せ先 

                    徳島労働局労働基準部健康安全課   

℡ ０８８－６５２－９１６４ 

担当 三木・岡崎 

 

 

 

 

 



 

 

資  料  一  覧 

 

 

◯ 労働災害発生状況 

（別添１）徳島県における労働災害の推移 

（別添２）徳島県の労働災害統計（年別・業種別／休業４以上） 

（別添３）徳島県の死亡労働災害発生状況（年別・業種別等） 

（別添４）平成 30 年中の徳島県内の死亡労働災害一覧 

（別添５）徳島県の労働災害統計（業種別/事故の型別） 

（別添６）１３次防『職場の安全＆快適推進とくしま計画』のポイント 
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徳島県における労働災害の推移
第8次労働災害防止計画～第13次労働災害防止計画

死亡 死傷（休業４日以上）

第12次防
死傷者数 ４０４７人

死亡者数 ４１人

第11次防
死傷者数 ４１５１人

死亡者数 ４４人

第10次防
死傷者数 ４８２９人

死亡者数 ６４人

第９次防
死傷者数 ６０７７人

死亡者数 ９６人

第８次防
死傷者数 ８０９８人

死亡者数 １１１人

※平成31年の数値は、速報値(平成31年3月末現在集計)。

第13次防
死傷者数（８２２人）

死亡者数（ １２人）

四国ブロック統一ロゴマーク

okazakims
フリーテキスト
　別添１



2018 2019 2020 2021 2022 2022
5か年
平均

前年
同期

2018
対

前年比

食 料 品 製 造 業 58 56 54 ― ― ― ― ― ― 58 54 -6.9%

木 材 木 製 品 製 造 業 15 21 16 ― ― ― ― ― ― 15 16 6.7%

家 具 装 備 品 製 造 業 14 16 19 ― ― ― ― ― ― 14 19 35.7%

紙 、 印 刷 製 本 製 造 業 12 9 5 ― ― ― ― ― ― 12 5 -58.3%

化 学 工 業 24 20 18 ― ― ― ― ― ― 24 18 -25.0%

窯 業 土 石 製 品 製 造 業 16 13 10 ― ― ― ― ― ― 16 10 -37.5%

金 属 製 品 製 造 業 22 19 22 ― ― ― ― ― ― 22 22 0.0%

一 般 機 械 器 具 製 造 業 10 10 10 ― ― ― ― ― ― 10 10 0.0%

輸 送 用 機 械 製 造 業 9 10 12 ― ― ― ― ― ― 9 12 33.3%

上 記 以 外 の 製 造 業 26 22 25 ― ― ― ― ― ― 26 25 -3.8%

計 206 196 191 ― ― ― ― ― ― 206 191 -7.3%

土 木 工 事 業 57 51 36 ― ― ― ― ― ― 57 36 -36.8%

建 築 工 事 業 75 80 60 ― ― ― ― ― ― 75 60 -20.0%

そ の 他 の 建 設 業 18 27 29 ― ― ― ― ― ― 18 29 61.1%

計 150 158 125 ― ― ― ― ― ― 150 125 -16.7%

道 路 貨 物 運 送 業 57 73 88 ― ― ― ― 57 57 57 88 54.4%

そ の 他 の 運 輸 交 通 業 11 2 10 ― ― ― ― ― ― 11 10 -9.1%

計 68 84 98 ― ― ― ― ― ― 68 98 44.1%

23 28 31 ― ― ― ― ― ― 23 31 34.8%

小 売 業 83 69 78 ― ― ― ― ― ― 83 78 -6.0%

医 療 保 健 業 34 34 43 ― ― ― ― ― ― 34 43 26.5%

社 会 福 祉 施 設 52 44 64 ― ― ― ― 52 52 52 64 23.1%

飲 食 店 20 19 22 ― ― ― ― ― ― 20 22 10.0%

清 掃 ・ と 畜 業 41 40 39 ― ― ― ― ― ― 41 39 -4.9%

通 信 業 18 23 17 ― ― ― ― ― ― 18 17 -5.6%

上記以外の第三次産業 81 82 82 ― ― ― ― ― ― 120 82 -31.7%

計 350 311 345 ― ― ― ― ― ― 350 345 -1.4%

42 32 32 ― ― ― ― ― ― 42 32 -23.8%

839 809 822 ― ― ― ― 797 800 839 822 -2.0%

　
※目標値は、産業全体において2022年において、2017年と比較して５％以上減少させること。

第12次防

5か年
平均

2017
実績

合　　　　　計

製
 
 
造
 
 
業

建
 
設
 
業

運
輸
交
通
業

林 業

第
三
次
産
業

上 記 以 外 の 事 業

徳島県の業種別労働災害統計（休業4日以上）
（年別・業種別）

目標値
対前年同期比較

発 生 状 況

徳島第13次防推進計画
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は 末日速報値】

②年齢別　（死亡者数）

年

年齢

1 1

1 1 1 1 1 1

1 1 2 1 2 3 1 2 2

2 1 3 2 1 1 1

1 3 5 1 2 1 1 1 3 3

1 2 3 3 3 2 1 1 2 2

1 1 2 2 4 2 4 2 4

7 8 11 8 10 9 11 3 10 8 12

①業種別　（死亡者数） ③規模別　（死亡者数）

年

規模

1 3 3 2 1 2 3 3 1 2 21 4 3 7 6 7 4 8 1 8 6 7

3 2 2 2 3 4 5 2 4 4 31 1 1 2 1 2 1 1 1 2 2

1 1 2 1 1 6 2 4 1 1 4 1 1 1 2

2 3 2 2 1 10 1 1

2 2 1 1 1 1 8 1 1 1

1 3 3 1 1 1 2 12

2 2 2 1 2 9

7 8 11 8 10 9 11 3 10 8 12 97 7 8 11 8 10 9 11 3 10 8 12

7

計

26

3

9

5

8

14

1

4

2 12 7 14 6

平成
30年

平成
29年

1 5

 

2 3

97

97

1 1

61

14

17

2

3

 

用　 具
建築物・
構築物等

物質・
材料
荷

環 境 等 その他

徳 島 県 の 死 亡 労 働 災 害 発 生 状 況

18歳未満

18～19 2

20～29 6

50～59

60～65

平成
20年

平成
21年

平成
22年

平成
26年 計

平成
27年

平成
23年

平成
24年

平成
25年

平成
28年

30年　【平成20年 ～ 平成30年　【平成

65歳以上

30～39 15

40～49 11

21

20

22

12月

計

平成
23年

平成
24年

平成
25年

平成
26年

平成
28年

平成
21年

平成
22年

平成
23年

平成
24年

平成
25年

平成
26年計

平成
20年

平成
28年

平成
27年

平成
29年

平成
30年

はさまれ・まきこまれ 1 3 4

激 突 さ れ

平成
27年 計

平成
29年

平成
30年

1～9人

10～29

50～99

100～299

30～49

　　　年
　業種

製造業

建設業

道路貨物運送

林業

三
次
産
業

小売業

小売以外

計

乗　 物

墜 落 ・ 転 落

平成
20年

平成
21年

平成
22年

上記以外

計

　　　　　　　起因物
　事故の型

④事故の型別／起因物別（死亡者数）

建 設
機 械

等

一 般
動 力
機 械

4

他
動 力
機 械

300～499

500人以上

動　力
運搬機

動 力
ク レ ー ン

等

2

感 電

交 通 事 故

爆 発 ・ 破 裂

1

お ぼ れ

切 れ ・ こ す れ

1

1

転 倒

飛 来 ・ 落 下

崩 壊 ・ 倒 壊

2

1

16 15計 89 3 5

1

1

2

5

3

2 102

1 1

2 1

5

6 11

1

18

5

97

1

5

1

そ の 他 の 型

（※ 各表の単位：「人」）
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【 年 別 発 生 状 況 】

【 平成20年～平成30年 】
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業  　   種 性    別
事業場規模 年    齢

1　月 建 設 業 男

11時台 10人未満 60歳代

2　月 自動車整備業 男

13時台 10人未満 50歳代

2　月 建 設 業 男

11時台 10人未満 60歳代

2　月 医療保健業 女

10時台 10人未満 50歳代

3　月 鉄道・軌道業 男

11時台 10～29人 30歳代

3　月 建 設 業 男

10時台 10人未満 70歳代

3　月 社会福祉施設 男

13時台 10～29人 60歳代

4　月 建 設 業 男

14時台 10人未満 30歳代

7　月 道路貨物運送業 男

1時台 10人未満 60歳代

9　月 小 売 業 男

13時台 30～49人 50歳代

10　月 運輸交通業 男

3時台 30～49人 70歳代

11　月 製 造 業 男

14時台 100～299人 10歳代

⑨

はさまれ･
巻き込まれ

運転者 荷姿の物

　停車したトラックの荷台で、荷と荷の間に胸部を挟まれた。

⑪

交通事故
運転者
(乗務員)

タクシー

　タクシー乗務中、信号機のある交差点を通過しようとした際、交差点に進入してきた軽ワゴン車と出会い
頭に衝突し、その弾みで信号柱に衝突した。

⑧

墜落 ・ 転落 作業者 地  　　山

崩壊した山腹修復工事中、建設機械にて斜面の倒木を落とそうとした時、倒木が回転して被災者に激突、
被災者は斜面を滑落した。

⑩

交通事故
運転者
(配達員)

トラック

　路肩に停車したトラックの後方で作業中、勾配により動き出した車輌を制止しようとしたが、脱輪して擁壁
に接した運転席のドアと座席の間に上半身が挟まれた。

⑥

交通事故 作業者 トラック

　トラックを運転し土砂を搬送中、カーブで対向車線にはみ出し、直進してきたクレーン車と正面衝突した。

⑦

はさまれ･
巻き込まれ

作業者 建設機械

廃棄物の分別作業中、バックしてきた解体用機械に轢かれた。

④

交通事故 作業者 乗用車

　社用車を運転中、右折のため停車していたところトラックに追突され、対向車線を直進してきたトラックと正
面衝突した。

⑤

はさまれ･
巻き込まれ

作業者 動力伝達機構

　ロープウェイの設備の保守点検中、滑車に巻き込まれた。

②

飛来 ・ 落下 整備工 物上げ装置

　２柱式カーリフトで自動車を持ち上げ車体の下で作業中、支えていたアームが外れたため落下した車体
の下敷きになった。

③

墜落 ・ 転落 作業員 ドラグショベル

　ドラグショベルを操作し、土砂を入れたワイヤーモッコを吊り上げ中、路肩から河川敷へ転落し機体の下
敷きになった。

①

墜落 ・ 転落 作業員 開口部

　建屋解体現場で、２階の開口部から１階のコンクリート床まで墜落した。

          徳 島 県 内 の 死 亡 労 働 災 害 一 覧
　　　　　【平成30年発生（確定値）】12名 ／ 12件

№
発生月
時　間

事故の型 職 種 等 起  因  物

⑫

激突され 作業者 人力運搬機

　木製合板を載せた台車を２人で手押しで移動させる作業中、台車が進行方向に倒れ、前方側の被災者
が下敷きになった。
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5 14 4 1 1 2 10 9 1 1 6 54
4 13 5 5 3 12 5 1 1 1 7 1 58

3 1 1 1 1 7 1 1 16
4 2 1 6 2 15

1 2 1 2 1 6 5 1 19
1 1 4 6 1 1 14

1 3 1 5
1 1 1 6 3 12

1 3 3 6 5 18
3 4 4 7 1 1 1 3 24

4 3 1 2 10
7 1 1 1 4 2 16

2 5 2 3 1 5 2 2 22
4 3 4 1 1 7 1 1 22

1 5 1 3 10
2 1 5 1 1 10

3 3 1 2 3 12
3 1 2 1 1 1 9

7 5 2 4 1 3 1 2 25
3 6 2 3 1 5 1 5 26

26 35 10 17 3 5 43 29 2 1 20 191

32 31 11 18 4 5 57 17 1 3 1 1 23 1 1 206

14 2 3 2 1 2 5 2 1 1 2 1 36
11 8 2 5 1 3 8 7 1 1 2 4 4 57

27 7 2 2 2 4 6 2 5 2 1 60
36 1 3 2 3 2 7 13 2 1 5 75

8 5 3 1 1 1 3 1 2 4 29
6 4 1 1 1 2 1 1 1 18

49 14 6 5 4 5 12 9 2 1 1 9 7 1 125

53 9 5 11 5 6 16 20 2 1 3 1 2 5 10 1 150

21 15 1 3 2 2 9 2 2 7 23 1 88
20 8 5 2 4 2 8 1 1 6 57

2 3 1 1 2 1 10
3 2 2 2 2 11

23 18 1 3 2 2 10 2 2 8 25 1 1 98

20 11 7 2 4 4 8 1 1 2 8 68

4 3 1 6 2 3 3 5 2 2 31
5 4 1 3 1 1 3 4 1 23

9 29 2 5 1 2 6 2 14 8 78
7 33 4 2 1 2 6 1 2 11 12 2 83

4 12 3 2 1 19 2 43
1 13 2 1 1 1 3 9 1 2 34

5 18 2 1 1 1 5 1 3 22 4 1 64
5 18 3 3 1 5 14 2 1 52

1 7 1 1 5 2 1 4 22
2 8 1 1 2 3 3 20

8 7 1 3 1 5 3 1 2 1 2 5 39
8 15 1 5 1 1 1 3 6 41

6 1 2 8 17
1 5 2 1 1 8 18

17 22 5 2 3 6 5 1 6 13 2 82
24 26 2 3 6 7 8 1 14 10 1 102

44 101 14 13 1 6 15 26 1 7 2 35 71 6 3 345

48 118 15 7 2 12 22 16 1 7 1 41 51 6 3 350

6 7 3 1 5 3 1 4 2 32
9 6 1 1 2 13 3 3 4 42

152 178 32 47 12 22 88 74 3 12 1 2 54 129 12 4 822

167 179 40 42 15 30 117 59 4 1 14 4 2 52 100 8 5 839

増減数

％

爆

発

破

裂

計

建
 
設
 
業

道 路 貨 物 運 送 業

その他の運輸交通業

計

運
輸
交
通
業

そ の 他 の 建 設 業

合　　　　　計

林　　　　業

小 売 業

医 療 保 健 業

社 会 福 祉 施 設

飲 食 店

清 掃 ・ と 畜 業

通 信 業

上記以外の第三次産業
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徳 島 県 の 労 働 災 害 統 計 （ 業種別／事故の型別 ）
【平成30年：平成29年比較（□内は29年件数で外数）】
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労働災害による被災者数（2017年） 
  ・死亡者数： 8人 
  ・死傷者数：８３９人（休業４日以上） 

 労働災害は長期的には減少しているが、近年は年間800人を超える状況でほぼ横ばい。 
 死亡災害は、依然として、建設業・製造業の占める割合が高い。  

（全業種） 

  労働災害による死亡者を、2017年と比較して2022年までに15％以上減少させる。 

              （ 2022年に6人以下、5年間で34人以下） 

 （重点業種の目標） 

   ・建設業       （ 2022年に2人以下、５年間で1３人以下） 

   ・製造業       （ 2022年に1人以下、5年間で7人以下） 

   ・林業        （ 2022年に死亡者０人） 

計画の目標 

死亡者数 

 死傷者数 

（全業種） 

  休業4日以上の死傷者数を、2017年と比較して2022年までに5％以上減少させる。 

              （ 2022年に７９７人以下、5年間の年平均で800人以下） 

 （重点業種の目標） 

   ・道路貨物運送業    2017年の５７人より増加させない 

   ・社会福祉施設     2017年の５２人より増加させない 

   ポイント 

死亡災害に対し重点

を絞った取組を実施 

 建設業  墜落・転落災害等の防止対策が必要 

 製造業  施設、設備、機械に起因する災害等の防止対策が必要 

 林  業   伐木等作業における安全対策が必要 

   ポイント 
労働災害の減少を目

指して業種別・災害

類型別対策を実施 

 上記３業種に加え、 

 道路貨物運送業 

   荷役作業時の墜落・転落災害等の防止対策が必要      

 社会福祉施設 

   転倒災害防止、介護機器等の導入促進、危険の見える化が必要 

1３次防『職場の安全＆快適推進とくしま計画』のポイント 
「労働災害防止計画」は、労働災害を減少させるために重点的に取り組む事項を定めた国の中期

計画です。第13次防は201８年度から2022年度までの５年間です。 

 これを推進するために徳島労働局で策定したのが「徳島第13次労働災害防止推進計画」です。 

現状と課題 
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上記以外の目標 

 ストレスチェック制度 

【目標】２０２２年までに、規模５０人未満の事業場においてストレスチェックを実施している事業場 
    数を１５％以上増加させる。 

      ☆労働者数５０人未満の事業場についてはストレスチェックの実施は努力義務となっていますが、 
    メンタルヘルス対策の取組の一つとして積極的に実施しましょう。 
       ☆ストレスチェックの集団分析結果を活用して職場環境の改善を進めましょう。 

 
 熱中症 

【目標】  熱中症による死亡、重篤災害(休業１か月以上)を発生させない。     
  

 
 腰痛 

【目標】  ２０２２年までに、全業種における腰痛の発症者数を５％以上減少させる。  
  

①死亡・重篤な労働災害の減少の減少を図るための対策 

建 設 業 対 策 

②労働災害を減少させるための対策 

道路貨物運送事業対策 

第 三 次 産 業 対 策 

(中)高年齢労働者対策 

③健康確保・職業性疾病予防対策 

④疾病を抱える労働者の治療と仕事の両立支援 

 足場、屋根、はしご、脚立等からの墜落・転落災害防止対策を推進 
 関係機関との連携強化によるパトロールの実施 
 建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する基本的な計画に基づく施策の実施 

 施設、設備、機械等の安全性向上によるはさまれ・巻き込まれ、切れ災害の防止 
 非定常作業時における機械の運転停止の厳守 
 安全衛生管理体制の整備・強化 

 伐倒木による激突され災害の防止など伐木作業の安全化を推進 
 下肢を保護する防護衣の着用の徹底   
 安全教育の充実 

 荷役ガイドラインに基づく取組、保護帽の着用等基本的安全対策の徹底 
 荷役作業時の５大災害防止の取組 

 社会福祉施設、小売業、飲食店を中心として転倒災害の防止、腰痛予防対策の推進   
 雇入れ時の安全衛生教育の徹底  

 (中)高年齢労働者に配慮した職場環境の整備・改善の促進 
 取組や措置に関する好事例の収集と周知 

 「STOP！転倒災害プロジェクト」に沿った４Ｓ活動の励行、危険の見える化の促進 

 メンタル、過重労働、化学物質、石綿対策などの推進 

 両立支援ガイドラインの周知、企業の意識改革の促進 

重点として取り組む事項 

 徳島労働局労働基準部健康安全課・各労働基準監督署 

製 造 業 対 策 

林  業  対  策 

転倒災害防止対策 


